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１．はじめに 

道路交通センサスは、概ね5年に1度、全国の道

路と道路交通の実態を把握するため、国土交通省

と都道府県・政令市が実施する調査である。平成

22年度はこの実施年にあたり、9月～11月に交通量

調査、旅行速度調査、道路状況調査及び自動車起

終点調査が実施され、現在、調査結果のとりまと

めが行われている。 

国総研では、これらの調査の高度化及び効率化

を図るための技術的な検討を行い、その結果を調

査実施要綱や調査支援ソフトウエアに反映させた。

本稿ではこれらの概要を紹介する。 

２．調査目的の明確化 

 調査の主目的は将来交通需要推計に必要なデー

タの取得とされ、自動車起終点調査に重点を置き、

主目的に沿って調査項目と方法の見直しが行われ

た。調査目的の明確化と後述するITの活用により、

調査の高度化と効率化の両立が可能となった。 

３． 調査の高度化と効率化の事例 

調査の高度化と効率化の主な事例は次のとおり。

①調査区間の設定及びデータ分析の効率化のため、

全国統一ルールに基づく調査の基本となる道路区

間(新センサス区間)を新たに設定した。 

②道路状況調査は、「アクセスコントロール種別」

等の項目を追加するなど、将来交通需要推計等の

道路政策に特に有効な調査項目に改めた。 

③交通量調査は、自動車起終点調査の発生・集中

量の照査に有効な地点を中心に行うこととした。

また、車種区分は２車種に簡素化し、交通量常時

観測装置や可搬式トラフィックカウンター等の機

械式の交通量調査を基本とした（写真１）。 

④旅行速度調査では、近年普及が進んでいる通信

型のカーナビを搭載した車両の走行データを活用

し、従前の混雑時だけでなく新たに非混雑時の旅

行速度も調査した。（図１）。 

⑤自動車起終点調査では、回答者の負担軽減のた

め簡易な調査票や郵送調査の導入を行った。 

 

写真１ 可搬式トラフィックカウンターによる 
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図１ 通信型カーナビ搭載車の走行データを 

活用した旅行速度調査 

４．おわりに 

時々刻々変化する交通量や旅行速度の状況は、

常時観測する体制へ移行される予定であり、国総

研ではそのための技術支援を引き続き行っている。 
 
道路研究室HPに関連研究を掲載しています。 
http://www.nilim.go.jp/lab/gbg/index.htm 
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１．政策立案の最前線での活用

(1)全国共通の交通円滑性評価指標の作成

国土交通省は、社会資本整備審議会第12回道路

分科会（平成22年8月3日開催）において、全国の

総損失時間の試算結果を発表した（図１）。

この試算には、国総研が研究を進めてきた一般

車両のプローブデータ(走行軌跡データ)を用いた

損失時間の算定方法が用いられた。

● 全国の１年間の損失時間合計は、約50億時間

○人口1人あたり、約40時間（およそ1週間分の労働時間）に相当

○金額換算では、約11兆円、GDPの約2％に相当

● 全国の時間損失率は、約37％

基準所要時間約83億時間 損失時間 約50億時間

（時間損失率 約 37％）

全国の自動車利用時間 約133億時間
※損失時間：渋滞等がない自由走行時に比べて余計にかかる時間

図１ 全国の総損失時間の試算結果

(2)全国的な施策実施効果の把握

平成22年度の高速道路無料化社会実験において

は、広域的な交通流動の変化による交通円滑性の

向上効果の把握に研究成果が用いられた（図２）。
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図２ 高速道路無料化社会実験への適用例

２． 事業実施の最前線での活用

(1)新規道路の供用前後の渋滞状況診断

平成22年3月20日に新規供用した第二京阪道路

(枚方東IC～門真JCT)に並行する一般国道１号（延

長約17kmの区間）において、供用前・供用後それ

ぞれ約1ヶ月分のプローブデータを用いて作成し

た旅行速度の時間的空間的な分布を図３に示す。

供用前の分布より、①のボトルネック交差点を

渋滞の起点として、 6時台から19時台まで渋滞が

発生（②）しており、18時台が最も長い渋滞（③）

となっていたことが分かる。

供用後の分布より、供用前の渋滞がほぼ完全に

解消し、交通円滑性が向上したことが分かる。
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図３ 交通渋滞の発生状況の診断例

３．技術政策研究の最前線での活用

国総研では、前出の実務サポートに加え、事業

評価での便益算定を最終目標とした時間信頼性評

価手法の研究開発など中期的視点での技術政策研

究にもプローブデータを活用している（図４）。
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図４ 時間信頼性向上便益のイメージ

【道路研究室HP：http://www.nilim.go.jp/lab/gbg/index.htm】
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